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１．メインオークション(実需給年度：2029年度)約定結果

⚫ 2025年10月に応札が行われた容量市場メインオークション（実需給年度：2029年度）について、
電力広域的運営推進機関（以下、広域機関）から約定結果、電力・ガス取引監視等委員会から監視結果
が公表されたため、公表結果に関する総括をご共有する。

２．容量市場における供給力確保の考え方

⚫ 第8回 電力システム改革の検証を踏まえた制度設計WG（以下、制度設計WG）において提起された問題意識も
踏まえ、容量市場における供給力確保量の向上に向けた方策について議論いただきたい。

３．指標価格(Net CONE※)および上限価格の見直し

⚫ これまでの容量市場における約定結果等を踏まえ、指標価格及び上限価格の見直しの方向性について
議論いただきたい。

４．非効率石炭火力における稼働抑制誘導措置の在り方

⚫ 非効率石炭火力における稼働抑制誘導措置について、次回以降の詳細検討に向けた論点を提示する。
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本日のご議論

※：CONE：Cost of New Entry
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今回の応札状況や約定結果の特徴

（約定価格について）
⚫ 今回の2029年度実需給向けメインオークションの約定総額は、過去5回（2024年度～2028年度実需給
分）に比べて高く、エリアプライスは第１回を除くと初めて、全エリアで指標価格超の水準となった。 
（前回は、北海道/東北/東京/中部/九州の5エリアが指標価格以上）

（エリア毎の約定結果について）
⚫ 全国の供給信頼度をもとに約定処理上の市場分断の判断を行った結果、中部/北陸/関西/中国/四国が充
足エリア、その他は不足エリアとなった。
追加処理後においても、東北と東京が最終的に不足となった。（東北と東京の不足は2年連続）
これらのエリアでは、約定処理において、落札対象となる上限価格以下の電源が全て追加されている。

（応札容量について）
⚫ 落札率（応札容量に占める落札容量の比率）は96.4%となり、前回のメインオークションと同様に高い

水準となっている。
[2025年度分：93.3%、2026年度分：92.4%、2027年度分：97.6%、2028年度分：96.6%]

⚫ 発動指令電源の応札容量は718万kWとなり、応札上限容量（647万kW）を超過。
応札上限容量を超過し、かつ同一価格の応札が複数存在したため、実効性達成率により落札・非落札電
源を決定し、実効性達成率が同じ応札においてはランダムに落札・非落札 電源を決定した。
[2027年度 上限容量：642万kW、応札容量：621万kW]
[2028年度 上限容量：651万kW、応札容量：642万kW]
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【参考】容量市場メインオークション結果概要（第1回～第6回）

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

実施年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025

実需給年度 2024 2025 2026 2027 2028 2029

約定総容量（万kW） 16,769 16,534 16,271 16,745 16,621 16,608

指標価格（円/kW） 9,425 9,372 9,557 9,769 9,875 10,075

エリアプライス
（円/kW）

北海道

14,137

5,242 8,749 13,287

14,812

14,972

東北

3,495

5,833 9,044
15,111

東京 5,834 9,555

中部

5,832

7,823 10,280

12,388

北陸

7,638 8,785
関西

中国

四国

九州 5,242 8,748 11,457 13,177 15,112

約定総額（経過措置控除後）
（億円）

15,987 5,140 8,504 13,140 18,506 22,094

総平均単価（経過措置控除後）
（円/kW）

9,534 3,109 5,226 7,847 11,134 13,303

（出典）約定総容量、エリアプライス、約定総額（経過措置控除後）については、電力広域的運営推進機関が公表している各オークションの約定結果
総平均単価（経過措置控除後）については「約定総額（経過措置控除後）÷約定総容量」にて算出
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【参考】各対象実需給年度の需要曲線と供給曲線 容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2029年度）(2026年1月20日)
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【参考】全体の応札容量および落札率の推移
⚫ 落札率は、前回オークションと同様、96%以上の高い値を示した。

⚫ 前回と比較し、応札容量は増加したが約定総容量は低下していることから、非落札電源の増加が示唆
される。

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

実施年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025

実需給年度 2024 2025 2026 2027 2028 2029

応札容量（万kW） 17,202 17,725 17,618 17,162 17,205 17,231

約定総容量（万kW） 16,769 16,534 16,271 16,745 16,621 16,608

落札率 97.5% 93.3% 92.4% 97.6% 96.6% 96.4%

＜第6回における応札容量と落札容量＞

※発動指令電源の応札容量は調整係数反映後の容量で集計

容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2029年度）(2026年1月20日)
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【参考】追加処理後の約定結果について

⚫ 2025年度は、追加処理において、北海道/九州が充足となった一方、東北/東京の2エリアでは、前回に
引き続き供給信頼度が未達成（不足エリア）となった。

2025年度結果
✓ 需要曲線と供給曲線の交点における全国の

供給信頼度は0.013 kWh/kW・年

※不足エリアについては赤、充足エリアについては青で着色
※中間処理は、省略

単位：追加量[万kW]、供給信頼度[kWh/kW・年]

2024年度結果
✓ 需要曲線と供給曲線の交点における全国の

供給信頼度は0.012 kWh/kW・年

単位：追加量[万kW]、供給信頼度[kWh/kW・年]

+91

+432

+165

+101

+338

+194
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【参考】応札額「NetCONE超」及び非落札の増加

⚫ NetCONE超で応札した電源は、前回と比較して約1.6倍に増加。

⚫ 主なNetCONE超の応札および非落札の電源は、LNGおよび石油等の調整電源である。

⚫ 非落札電源は、前回に比べて39万kW増加した。

応札価格の分布 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

④NetCONE超 2,012 524 413 287 1,162 1,931

③NetCONEの50%～
NetCONE以下

826 1,165 2,315 3,359 2,492 1,757

②ゼロ円超~NetCONE
 の50%以下

869 1,355 1,591 426 372 669

①ゼロ円 13,496 14,687 13,295 13,080 13,175 12,872

合計*1 17,203 17,731 17,614 17,152 17,201 17,227

[万kW]
発電方式 応札容量 NetCONE超 非落札容量 非落札率

石炭等 3,815 0 0 0.0%

LNG 6,702 1,138 366 5.5%

石油その他 854 295 181 21.2%

発動指令 715 非公表 76 10.6%

合計 12,086 ー 623 ー

[万kW]2025年度 非落札電源とNetCONE超の容量

発電方式 応札容量 NetCONE超 非落札容量 非落札率

石炭等 3,978 0 0 0.0%

LNG 6,593 589 172 2.6%

石油その他 1,117 492 411 36.8%

発動指令 640 1 1 0.0%

合計 13,942 1,082 584 ー

[万kW]

4倍

応札価格分布の推移

「非落札」の増加
(+39万kW)

*1 : 応札容量の合計値におけるP8との差は、発動指令電源において
①～④の分類が一部非公開によるもの

2024年度 非落札電源とNetCONE超の容量

「NetCONE超」
の増加

1.6倍
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「電力システム改革の検証を踏まえた 制度設計WGとりまとめ」より

⚫ 制度設計WGでは、我が国はこれから当分の間、電源移行の過渡期を迎え、その結果、今後、2030年代初頭にかけて、
特に夏冬の高需要期における電力需要は予断を許さない厳しい状況が続く可能性があるとの認識の下、容量市場の見直し
も含め、供給力確保に向けた方策の検討が必要との議論が行われた。

第8回電力システム改革の
検証を踏まえた制度設計WG

(2025年12月)
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容量市場における供給力確保量の向上に向けた方策について
⚫ 制度設計WGで議論された問題意識を踏まえ、より多くの供給力を確保する観点から、容量市場の見直しに向けた検討課題
を抽出した。

⚫ 今後、現行の容量市場の在り方自体を見直すという議論もあり得るが、事業の中長期的な予見性を確保する観
点から、まずは、現行制度の在り方を前提としつつ、必要な見直しを行うこととしてはどうか。

供給力確保に向けた主な方策案

応札前（募集） 応札 約定処理 メインオークション後

容
量
市
場
に
お
け
る
主
な
対
応
策

•募集量（目標調達量）の拡大
➢ 需要最適化
➢ 厳気象・稀頻度リスク分の最適化
➢ 追加設備量見直し
➢ FIT電源の期待容量
➢ 追加オークションで調達を予定

している供給力の見直し
➢ 容量市場外の見込み供給力の

見直し

•応札量の維持・拡大
➢ 最低応札容量の引き下げ
➢ 複数年約定の検討

•約定量の拡大
➢ Net CONE、上限価格

の見直し

•約定電源に対する退出抑制措置
➢ ペナルティ設定の見直し
➢ 追加オークションにおける約定

価格の下限設定

•不足時における追加供給力調達
➢ 追加オークションの開催時期見直し
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【参考】容量市場における供給力確保向上に向けた方策案（１）

大分類 中分類 小分類 現在の仕組みや見直し内容の概略

応札前 募集量の
拡大

需要最適化 • 目標調達量のベースとなる需要は、全国H3需要に基づき算定

• 目標調達量を増やす方策を導入する場合は、分断処理による追加・減少の仕組みへの影響も考慮

厳気象・稀頻度リスク分の
最適化

• EUEによる需給バランス評価について、月を前半・後半等に細分化することでより合理的な評価を実施

追加設備量の見直し
（停止1.9ヶ月の見直し）

• 補修調整の複雑化・困難化の状況を踏まえ、年間計画停止可能量及び追加設備量の見直しについて検討

FIT電源の期待容量 • 最新のFIT電源の事業認定情報等から集計した期待容量を算定

追加オークションで調達を
予定している供給力の
見直し

• メインオークションでは、追加オークションでの調達を見込み、H3需要の2%分を控除して目標調達量を設定

• ただし、メインオークションで非落札となることで、電源の休廃止に向けた検討が進むことが想定され、追加オーク
ションのタイミングで必要な供給力を確保できなくなるおそれ

• こうした状況も踏まえ、メインオークション時点の控除の考え方についての見直しを検討

容量市場外の見込み供給力
の見直し

• 容量市場では、「容量市場外の見込み供給力控除量」として、（自家発等の）一定の蓋然性のある供給力
120万kWを、目標調達量の算定の際に考慮。この水準について、必要に応じた見直しを検討

応札量の
維持・拡大

最低応札容量の変更 • 応札可能容量の変更（「1,000kW以上」や「電源別の要件」 等の見直し）

• 応札要件を変更することで、応札容量が増加することも想定されるが、供給力の確保という観点からは効果が限
定的である可能性。また、制度の運用可能性の観点では懸念もあり、慎重な議論が必要

複数年約定の検討 • 複数年約定を発電事業者が選択可能にすることで、事業の予見性を高め、新設電源投資の後押しをする効果
等が考えられる。また、既設電源の発電事業における予見性を高める効果も期待されるところ

• ニーズ把握、海外事例の調査を行いながら、効果等を踏まえて検討
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【参考】容量市場における供給力確保向上に向けた方策案（２）

大分類 中分類 小分類 現在の仕組みや見直し内容の概略

約定処理 約定量の拡大 Net CONE、上限価格の見直し • Net CONEや上限価格の見直しなどにより、現状、不落札となっている価格帯の電源を確保

応札後 市場退出の
抑制措置

ペナルティ設定の見直し • ペナルティの設定を強化することで、退出抑制に影響を与える可能性がある一方、応札自体の
可否を判断する材料ともなるため、マーケット全体の応札量が減少する懸念も含め、慎重な検
討が必要

追加オークションにおける
約定価格の下限設定

• 追加オークションは、募集量と応札量との関係で、０円で約定する懸念がある。０円で約定した
場合、ペナルティの設定機能が低下する懸念があるため、入札や約定価格の下限設定等、制
度全体のバランスをもとに検討

不足時における
追加供給力
調達

追加オークションの開催時期の
見直し

• 追加オークション実施後の電源不足に対応するための期間を十分確保するため、追加オークショ
ンの実施時期を前倒すことが考えられるが、現状、最新の供給計画を反映し最短で実施してい
ることや、メインオークションで可能な限り全ての容量を応札いただくことを基本とするため、供給計
画等の各制度の状況に応じて、制度間のバランスを踏まえながら慎重に検討
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指標価格(Net CONE)および上限価格の見直しについて

⚫ 直近のメインオークション結果を確認すると、2023年度メインオークション以降、Net CONE超で応札した電源が増加してお
り、かつ今後、電力需要の高まりが見通される中、非落札電源も増加傾向にある。

⚫ これは、物価高騰や電源の老朽化等に伴い電源を維持管理するための費用が上昇していることが影響していると考えられる。今
後もこの傾向は継続し、第１回メインオークション時に整理された指標価格および上限価格の下では、目標調達量を継続して確
保することが困難となっていく可能性が示唆されているものと考えられる。

⚫ こうした状況も踏まえつつ、Net CONEの考え方（モデルプラント、新設の可否、価格 等）を改めて確認するとともに、上限
価格の考え方について確認を行い、 Net CONE 及び上限価格の見直しに向けた検討を進めていくこととしてはどうか。

➢ Net CONE超で応札した電源は、2023年度から2025年度で6.7倍（＋1,644万kW）に増加

➢ 非落札容量は、2023年度：418万kW、2024年度：584万kW、2025年度：623万kWと増加傾向

➢ 供給信頼度をもとにした約定処理の結果、追加処理後においても東北と東京が最終的に不足（これらエリアは2年連続不足）
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これまでのオークションにおける「需要曲線と供給曲線」

⚫ これまでのメインオークションにおける「需要曲線と供給曲線」を重ねると以下の通りとなる。

⚫ 第１回オークション（2024年度向け）を除くと、2025年度向けオークション以降、約定交点の価格は徐々に増加しており、
2029年度向けオークションでは、指標価格よりも高い位置で需要曲線と供給曲線が交差する結果となった。

⚫ これは、Net CONE超で応札した電源が増加していることによるものと考えられる。

 

容量市場メインオークション約定結果より
（対象実需給年度：2029年度）



指標価格を見直す必要性について①

第二次中間とりまとめより
(2019年7月)

■供給力不足時と充足時の約定点の違い

⚫ 容量市場創設時、指標価格は長期的に投資回収可能かつ投資回収の完了した電源によっても過大な利益とはならない水準とな
るよう設定（第2回中間とりまとめ（2019年7月）より）された。

⚫ 指標価格の水準は、安定供給を維持するために必要な容量を市場・社会としてどの程度の価格で調達するべきかを示すベンチ
マークとなるもの。約定価格と指標価格を比較することで、我が国における供給力の充足・不足の判断材料にもなる（※）。
こうした観点から、市場管理者にとって、指標価格の指標性は非常に重要である。

 ※例えば、新設投資が十分に進まない場合には、供給力不足により市場価格が上昇し、約定価格が指標価格を上回ることが考えられ、我が国における供給力が不足して

いる可能性が示唆される。
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指標価格を見直す必要性について②

⚫ 前述のとおり、2025年度メインオークションにおいては指標価格を超える価格で全国約定しており、昨年度までの約定価格
の上昇傾向も踏まえると、今後も同様の事象が続くことが考えられる。

⚫ 制度創設時の整理でいえば、こうした状況に対応するためには、電源新設に向けたインセンティブを強化し、必要な供給力を
確保することが重要。ただし、初回オークション開催以降、「反映した場合の変動が大きく、影響が大きいため包括検証を踏
まえる」として指標価格の諸元を最新の発電コスト検証WGの結果に変更しなかった経緯を考えると、足下の状況を踏まえて
指標価格の算定の在り方を改めて検証し、見直しを行っていくことも重要なのではないか。こうした見直しを行わない場合に
は、指標価格の指標性が損なわれてしまい、約定価格と指標価格の比較が、我が国における供給力の充足・不足についての判
断材料とならなくなる恐れがある。

⚫ 一方、足下の供給力を確保する観点からは、上限価格を引き上げることも必要である。この点については、指標価格の1.5倍
を上限価格とするという現行制度の整理に基づけば、指標価格の見直しにより指標価格の水準が引き上がることで、より多く
の電源が落札し、供給力が増加することが期待されるため、安定供給の観点からも一定の対応が行われることになる。

⚫ ただし、上限価格の水準が引き上がることで、供給力の確保状況の改善につながる可能性がある一方、小売電気事業者の負担
する容量拠出金の負担が大きく変動する可能性がある。そのため、上限価格を引き上げた際の影響や、小売電気事業者に対す
る容量拠出金負担水準の激変緩和策など、その対応策についても検討する必要があるのではないか。

容量市場メインオークション約定結果より
（対象実需給年度：2029年度）（一部加工）■2029年度向けオークションにおける約定点
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前回のご議論（ご発言内容の要旨）

⚫ 第109回本作業部会では、指標価格(Net CONE)および上限価格の見直しについて、以下のコメントをいただいた。

モデルプラント

新設電源

指標価格

• モデルプラントの設定は、近年の状況踏まえると、現時点で導入されうる電源であって、容量市場以外の収入
が相対的に小さいCCGTをモデルプラントとして引き続き採用するのは合理性があるのではないか。諸外国の
容量市場におけるモデルプラントについて確認することも有意義ではないか。

• データも分析して、最近新設されて容量市場で収入を得ている電源が一定程度いるのであれば、既設電源に加
えて新設電源の参入についても、間口を広める意味でも認めて良いのではないか。

• 既存電源の最大限の活用のためにも、プラントのコスト増を反映した指標にすべきではないか。

進め方に関する
留意点

• 必要供給力の評価の見直しを通して目標調達量が年々増加している中で、Net CONEを見直して上昇すること
となると、容量拠出金の負担増という影響が出てくると理解。需要家負担増加という視点も含めた対応策検討
もあわせて必要ではないか。

• 指標価格を超える応札が増加していることからも、指標価格を見直す必要があると思うので方針異論ないが、
容量拠出金負担額が増加することが想定される。

• Net CONEに焦点が当たっているように見える。現在上限価格をNet CONEの1.5倍にしている点を変えるこ
ともあり得るため、Net CONEの議論だけに集約しないよう留意が必要。

• メインオークションの応札時点までのインフレ変動影響は考慮されているが、約定後から実需給までの変動分
は考慮されていないと認識。長期脱炭素電源オークションよりは影響を受ける変動が少ないが、約定後の事後
的な調整についてもあわせて検討いただきたい。

• 新設電源やNet CONEという言葉にとらわれず、メインオークション、追加オークション等各市場で、供給
力維持・確保と低炭素脱炭素に向けた新陳代謝の両面の目的を果たすかの基本的な考え方が必要。

本日の議論内容

次回以降、議論

分類 委員・オブザーバーコメント（第109回制度検討作業部会より）
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指標価格（Net CONE）の見直しについて
⚫ 前回、指標価格の見直しについて、検討のステップをお示しした。このステップの考え方に沿って、指標価格の見直しに

向けた議論を進めていく。

⚫ 本日は、ステップ①及び②を中心に議論いただきたい。
第109回 制度検討作業部会

(2025年12月12日)

本日の議論範囲 次回に向けた準備
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Net CONE算定におけるモデルプラントについて①

第16回容量市場の在り方等に
関する検討会(2018年11月)

⚫ 過去の検討会において、以下の３つの条件を満たすことからCCGT（Combined Cycle Gas Turbine）を、Net CONE 
算定のモデルプラントした。

条件１ 経済的に選択される燃料種別・発電技術であること

条件２ 不確定要素の高い「他市場収益」が少ない電源を選択すること

条件３ Gross CONE の算定が可能であること

⚫ 最新の状況を踏まえ、引き続きNet CONE 算定のモデルプラントをCCGTとすることの是非を確認する。

第22回容量市場の在り方等に
関する検討会(2019年11月)
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Net CONE算定におけるモデルプラントについて②
⚫ 足下の状況を踏まえ、CCGTが、前頁の条件に当てはまるか評価すると、以下のようなことが言えるのではないか。

⚫ 改めて、Net CONEの当初条件に合致する発電方式は、CCGTと捉えられるため、モデルプラントは現状維持としてCCGTを
引き続き採用してはどうか。

（条件1）経済的に選択される燃料種別・発電技術であること。 

➢ （制度設計当初の状況）我が国において、安定的なkW価値提供のための新設電源は、供給計画や至近の建設実績を踏まえると、CCGTまた
は石炭火力であると考えられる。
→（足下の状況）我が国において、安定的なkW価値提供のための新設電源は、供給計画や至近の建設実績を踏まえると、LNG火力であると
考えられる。第70回検討会において、我が国で近年採用されているLNG火力プラントの98%がCCGT方式であることが示されたとおり、引
き続きLNG火力プラントの中ではCCGTが経済的に選択されるのではないか。

（条件2）不確定要素の高い「容量市場以外からの収益」が少ない電源を選択すること。

➢ （制度設計当初の状況）2018年は、CCGTと石炭火力を比較の上、CCGTを選択。
→（足下の状況）石炭火力との比較で、CCGTを選択することに変わりないのではないか。

（条件3）Gross CONE の算定が可能であること。

➢ （制度設計当初の状況）発電コスト検証WGをベースに算定する。（第8回検討会で整理済み） 
→（足下の状況）発電コスト検証WGをベースに算定できることに変わりない。

第70回容量市場の在り方等に
関する検討会 資料４(2025年

12月18日)
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【参考】海外におけるNet CONE、上限価格、モデルプラントについて

⚫ 集中型/シングルプライス方式を採用している海外の容量市場において、モデルプラントは、日本と同じ天然ガスを燃料とす
る発電方式の容量市場が採用されている。

第70回容量市場の在り方等に
関する検討会(2025年12月)
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容量市場における新設電源の参入の考え方①

第8回容量市場の在り方等に
関する検討会(2018年2月)

⚫ 設備の経年化が進むと、既設電源の延命化やDRの活用等を行ったとしても、既存の供給力のみでは、目標調達量を十
分に確保できなくなることが想定されるため、安定供給を確保するためには、持続的な電源の新設が必要になる。

⚫ そのため、第8回検討会では指標価格は新設電源が容量市場へ参入できる水準とする必要があると整理した。

⚫ 上記の必要性は、基本的には現在も変わりがない。ただし、2023年度から容量市場の一部として、新規電源投資を促
進し、長期にわたって脱炭素電源による供給力を調達するために創設された長期脱炭素電源オークションとの関係につ
いては一定の整理が必要となる。
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容量市場における新設電源の参入の考え方②

⚫ 容量市場と長期脱炭素電源オークションを重複して利用することは認められておらず、長期脱炭素電源オークションが
開設されたことにより、電源の新設投資は長期脱炭素電源オークションで支援し、容量市場は既設電源のみを対象とし
た市場に整理することも考えられるのではないかという意見もある。

⚫ しかしながら、長期脱炭素電源オークションは、制度適用期間にわたって固定費全体を支援する一方で、他市場収益の
約9割の還付を求めることとしている。容量市場は、固定費全体に対する支援ではないものの、事業者がより創意工夫
しながら収益の確保を模索可能とするメリットがある。

⚫ また、長期脱炭素電源オークションは、参加可能な設備容量が10万kW以上とされており、1,000kW以上としている容
量市場に比べて相当程度大きいため、10万kW未満の新設電源枠として、容量市場へ参入する選択肢を残すことが必要
であると考えられる。

⚫ 以上より、長期脱炭素電源オークションとは異なるニーズに対する制度的措置と位置付けられることから、引き続き指
標価格は新設電源が容量市場へ参入できる水準とする必要があるのではないか。（なお、両市場を重複して利用するこ
とは認められておらず、重複して制度を活用することはできない。）
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【参考】新規電源（運転開始から0~5年）の落札状況

第68回容量市場の在り方等に
関する検討会（2025年9月30日）

⚫ 2024年度～2028年度向けメインオークションの約定結果から、電源の経過年数別の構成について確認※1を行った結果、
容量市場は既存電源のみの構成ではなく、運転開始から0~5年の比較的新しい電源も落札されていることがわかる。

※1：運開年度から実需給年度までの経過年数
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指標価格（Net CONE）の算定方法について
⚫ 次に、指標価格（Net CONE）における価格水準は、過去の検討会において、「Net CONEの算定にあたっては、

実態を踏まえた電源投資に係る費用の算定が必要であり、それは中立性、専門性を備えたものでなければなら
ない」という観点を踏まえ、発電コスト検証WGの算定方法をベースとして算定することとされた。

⚫ 発電コスト検証WGの数値は、現在も、中立性、専門性を備えた発電コスト等であり、これに代わるべきものも
特段ないと考えられることから、引き続き発電コストWGをベースとして算出することとしてはどうか。

第8回容量市場の在り方等に関
する検討会(2018年2月1日)

第22回容量市場の在り方等に
関する検討会(2019年11月)



29

【参考】2025年度 発電コスト検証WG結果を反映したNet CONEの試算

⚫ 第70回検討会では、発電コスト検証WG（2025年2月）の結果を反映したNetCONEが示された。

⚫ 最新のLNGの発電コストは、2015年時点と比べて資本費や運転維持費が大きく上昇しており、最新の発電コスト検証
WG値をそのまま用いるとNet CONEは、2.05万円/kW （上限価格：3.1万円/kW）となる見込み。

第70回容量市場の在り方等に
関する検討会(2025年12月)

※１ 発電コスト検証WG(2015.5) 参考資料２の諸元をもとに、最新の経済指標等を用いて試算
※２ 発電コスト検証WG(2025.2) 資料２の諸元をもとに、最新の経済指標等を用いて試算



⚫ 容量市場における指標価格・上限価格の見直しについては、以下の3案が選択肢として考えられる。

⚫ 最終的に方向性を決定する際には、指標価格や上限価格の見直しの影響や、小売電気事業者に対する容量拠出金負担水準
の激変緩和策など、その対応策も含めて判断することが必要となる。

⚫ これらの点については、次回以降検討することとしたい。

指標価格・上限価格の見直しの影響とその対応策①
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指標価格の水準を

見直し

効果 懸念事項概略

• 足下の状況を踏まえ指標価格を

• 見直す

• 指標価格の引き上げ方によっては、小売負担が大きく変動する
ことも考えられる

• 指標価格の水準の見直しに伴い上限
価格も引きあがるため、上限価格以
上で非落札になっていた電源を取り込
むことができる

• 指標価格の指標性を確保できる

現状維持 • これまで通り

• 供給力確保の課題に対応することができない

• 2015年発電コスト検証WGの結果を使用したままの指標価格
は、指標性の観点から課題があるのではないか

• 現行維持のため、現行と比較した効
果は無し。

• 案①②と比べて小売負担の大きな変
動がない。

上限価格のみを

見直し

• 2015年発電コスト検証WGの結果を使用したままの指標価格
は、指標性の観点から課題があるのではないか

• 上限価格をどこまで引き上げる必要があるか

• 上限の引き上げ方によっては、小売負担が大きく変動することも
考えられる

• Net CONEは現状維持とし、
上限額を1.5倍以上に見直す

①

②

③

• 上限価格を見直すことで、上限価格
以上で非落札となっていた電源を取り
込むことができる
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指標価格・上限価格の見直しの影響とその対応策②

⚫ 小売電気事業者に対する影響緩和措置としては、Net CONEを段階的に引き上げる方法や、シングルプライス領域に上限を設
ける方法等が考えられるが、他にどの様な方法があり得るか。

⚫ 上限価格を引き上げた際の影響及びその対応策は、引き続き広域機関とも連携し、詳細な検討を進めることとしてはどうか。

シングル

プライス領域に上限
を設定

• Net CONEを一度に引き上げる場合、小売負担が大きく変動することも考えられる。

• 複数年かけて段階的に引き上げることで、変動幅を緩和する。

• 容量市場は、原則シングルプライスで価格が決定し、エリアプライスを決定した価格が当該エリアの全ての電源に適用
される。

• シングルプライスで約定する領域を制限し、それ以上の価格で応札した電源については、マルチプライス等での約定と
することで、約定総額の変動幅を緩和する。

• なお、シングルプライスで約定する領域の制限は、「価格」や「調達量」で設定する方法が考えられる。

概要

【参考】小売電気事業者に対する影響緩和措置の例

Net CONEを
段階的に上げる

①

②

・価格 ：Net CONE、約定点、25年度オークションの上限価格 等
・調達量：厳気象および稀頻度リスクを除いた容量 等



１．メインオークション(実需給年度：2029年度)約定結果

２．指標価格(Net CONE)および上限価格の見直し

３．容量市場における供給力確保の考え方

４．非効率石炭火力における稼働抑制誘導措置の在り方
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⚫ 火力発電は、電力需給を満たす供給力、再エネ等による出力変動等を補う調整力として引き続き重要な役割を担っている。
第7次エネ基では、火力全体で安定供給に必要な発電容量（kW）を維持・確保しつつ、非効率な石炭火力を中心に発電
量（kWh）を減らしていく方針。

⚫ 容量市場においては、2025年度から非効率石炭火力の高需要期のみの稼働への誘導措置を開始しているところ。
具体的には、設計効率が42％未満の石炭火力を対象電源とし、設備利用率50％超の電源の容量確保契約金額の減額率を
20％として、設備利用率の高低によって傾斜をつけていく仕組みとしている。 

⚫ 今後の誘導措置の在り方については、安定供給の確保を大前提としつつ、 GX-ETS等の他制度の影響も考慮しながら、 
現行措置の設計時に検討された、以下の要素の変更要否も含めて、詳細検討を進めることとしたい。

現行措置の考え方（第48回の本部会での議論）

非効率石炭火力における稼働抑制誘導措置

要素 基準 考え方

①設計効率（対象電源） 42％未満 超々臨界(USC)並みの発電効率未満として設定

②設備利用率 50％超 春秋は停止しつつも夏冬はフル稼働することを想定した設備利用
率として設定

③減額率 20％ 足下の平均設備利用率67%から減額の闘値50%まで稼働抑制する
場合、約20%分の稼働抑制(収入減少)が発生することから設定
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